研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　南山苑在宅介護支援センター　職　種　介護支援専門員　　氏　名　村本　順子

	期　　間　　平成　19年　8月　23日　～　平成19　年　8月　24日

	出張目的　介護支援専門員としてのスキルアップ

	出 張 先　ユートリー（八戸地域地場産業振興センター）

	


≪　全体考察　≫

· 介護支援専門員に求められる倫理においては、公平性・中立性においては意識して動いていたつもりであった。しかし、利用者と事業者の間に立つのではなく利用者サイドに立つ必要性があると改めて講義を受け、日頃の自分の支援姿勢を振り返り反省される点もあった。利用者主体が介護保険制度の目指すところであるが、家族や事業所主体といわざるケースも実際ある。その中で、「しょうがない」ではなく、常に倫理に乗っ取って支援が出来るよう向上心を持ってのぞむ必要性を感じた。また、苦情処理については、マニュアルやフローなどに則り行っているが、多種多様な内容があり、自分自身・または事業所として向上できるチャンスとして前向きにとらえて行きたい。自分は看護師の経験はあるがソーシャルワーカーとしての経験が浅い為、対人援助者としての自覚を持ちスキルアップをしていく必要性を改めて感じた。

· 事例研究は今までも研修の中で行ってきたが、進め方や内容の細部にわたってのポイントの指導があり、一ケースが終わる事に視点やまとめ方がステップアップするのを感じた。更にそれぞれ経験をつんだケアマネジャーとしての意見はすごく参考になった。現在、自分が所属する居宅支援事業所は３名いる。ケアマネジャーとしての経験年数としては殆ど違いがなく、お互いの事例に関して互いに相談しあいながら進めている。包括支援センターのブランチを併設していることからかかわりが困難となるケースも少なくない。ケース１つ１つを大事に必要期間にも相談し助言を求めていく積極的な姿勢を持ちたいと考える。さらに、今後は自分たちでお互いを高める為の実践に即した事例研究を行えるように、今回の研修で得た事を活用していきたいと考える。

＜研修要旨＞

8月23日

1、 特別講義　「苦情のとらえ方とその対処」　講師　青森市南包括支援センター　斉藤慶吾氏

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（居宅・施設合同）

1 苦情解決制度の概要

1、 事業者の苦情解決努力義務

　社会福祉法上、事業者自ら構築する苦情解決体制で。社会福祉事業の経営者に苦情解決の努力義務を課している。これは利用者の契約上の権利を補強するための制度として位置つけられる。

2、 運営適正化委員会

　都道府県社会福祉協議会に設置。

　利用者などに対する助言や事前調査を前提として、「斡旋」という解決の場の設定を中心とする体制。

2 苦情の意味→苦情解決を利用者と事業者が直接コミュニケーションするプロセスとして考える。

3 コミュニケーションとしての苦情

1、 一流企業のアプローチ

→「消費者の声は宝物」　消費者の声を積極的に自社製品に反映

2、 社会福祉事業者の積極的アプローチ

　　　→苦情解決＝クレーム処理という消極的な姿勢から脱却。

　　　　利用者のニーズは個人的・かつ主観的な要素を含む。最良のサービスを決定できるのは

　　　本人だという意識を持つ。　　　　　　　

4 利用者の声

１、要望の声（法的拘束力なし）　２、請求の声　３、責任追及の声（被害が現実化）

⑤苦情解決制度に対する誤解　　　　　

　　　　声という観点からは苦情はなくならない。苦情には100パーセントこたえるべきである。

⑥苦情の実際

	サービス事業者

	
	風通しの良い事業者
	風通しの悪い事業者

	要望
	　　↑
	　　↓

	請求
	　　↓
	　　↑

	追求

責任
	　　↓
	　　↑


サービス事業者の透明性と対等性の違いによって苦情は二極分化する

在宅サービスにおいては利用者のテリトリーでサービス提供がなされ声を出し易い。

施設サービスにおいては事業者のテリトリーにおいてなされ、声が出しにくい。

透明性と対等性を確保する意識⇒リスクマネージメントの働きにつながる

研修考察　介護保険制度は利用者主体ということが前提となっている。利用者もニーズも多様化しているが、団塊の世代といわれる方々が、今後多数利用者として増えると見込まれており、ニーズの多様化が今まで以上に進むと予想される。そのため福祉業界だけではなく、一般企業も利用者のニーズの把握や苦情対応に力を入れている。利用者の声を反映させる意識が、自分たちの身を守るリスクマネジメントにつながるという意識を持って、取り組む姿勢が重要であると感じた。更に、賠償責任が問われる境界線には、基本的や標準的な対策をとっている場合も含まれるため、事故防止への取り組みには常により個別的に対応が必要であると再確認した。介護支援専門員として苦情対応の機会が多いが、質の向上に向けた機会としてポジティブにとらえるように心がけて対応したい。

講義　「居宅介護支援事例研究について」―1日目―

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　講師　青森市南包括支援センター　斉藤慶吾　氏

1 対人援助から見た事例研究・事例検討の意味

　事例研究―「ケースカンファレンスによって当時者本人の理解を深め、そこを基点として対人援助の視座から今後の援助方針を導き出す力動的過程」

　事例検討―「援助者がその時点でかかわっている事例に対して今後の援助方針を導き出す事」

2 対人援助の本質と事例研究

3 「対人援助の事例研究」の定義

4 介護保険制度における事例研究の意義

5 事例研究の基本定枠組み

6 スーパービジョンの意義・機能・種類

7 グループワーク：実際の持ち寄った事例をﾎﾟｲﾝﾄに沿って事例研究を行った。

8月24日

講義　「居宅介護支援事例研究について」―２日目―

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　講師　青森市南包括支援センター　斉藤慶吾　氏

1 介護支援専門員に求められる倫理

　　権利擁護・利用者主体・公平性・中立性・社会的責任・秘密保持・自立支援

2 ニーズとは何か

　　　整理的・安全・所属　愛情・自尊・自己実現の5段階に分けられる。対象者

・ニーズをいかにして理解するかが重要である。

③居宅サービス計画（第１表から第６表の基本的性格）

④対人援助の「価値」と「実践」を結ぶ方法としての事例研究

　　　対人援助の価値に基づく実践を導き出す事例研究の視点と方法、

1、存在を尊重するアプローチ

2、主体性を喚起するアプローチ

3、相互援助のシステムを形成するアプローチ

⑤グループワーク：実際の持ち寄った事例をﾎﾟｲﾝﾄに沿って事例検討

＊初日からは一歩進めて、介護支援専門員に求められる倫理の中から視点を絞って、事例研究をすすめた。

研修考察　･　対人援助の事例研究とは、ケースカンファレンスによって、当事者本人の理解を深め、そこを基点として対人援助の視座から今後の援助方針を導き出す力動的過程を言う。様々な視野から、事例を見る事によって、対象者の理解を深める。更には結果だけではなく、そこに行き着く過程を評価でき、結果を含めた総合的評価が次の援助の指針を導き出す事になる。質の高い事例研究を積み重ねる事によって、対人援助の共通項が明確になり、援助理論の構　　築に寄与する事となる。

・　介護保険制度における事例研究の機会は支援困難事例に対して、地域包括支援センターなどとのケア会議や、サービス担当者会議などがあるが、目的を明確化し、スーパービジョンの機能を意識して効果的に行っていく事が必要である。

　

今回、研修に参加できる機会を頂き、ありがとうございました。
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